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1.序
わが国の学校経営研究が，従来， I経営計画Jについての論究を欠いていたことが指摘されてい
(1 ) 
る。本稿はようやく盛んになってきた学校経営計画論研究の動向に鑑み， I経営計画J論の基礎と
なる新たな学校組織論研究の視野を切り柘乙うとするものである。
最近，特iζ学校をはじめとする教育機関に関わるf計画論Jが台頭しつつあるが，その趨勢とし
(2) 
て次のような論議があげられよう。第ーに， I経済的アプローチjから， I政治的アプローチjへ，
(3) 
第二に， rマクロ的アプローチjから， rミクロ的アプローチjへ，第三に， r静態論Jから， r動態
(4) 
論jへ，第[?9IC，組織の「維持」機能から， r革新J機能を重視する研究へ といった方向が示され
ると同時に，その必要性が認められなければならないとする論議である。
学校経営計画論研究は，本来，乙れらの視点、をi吟味仏基本的な理論化の枠組を開発する作業
fJ~ 当面の課題であると言える口
サージオパンニ(T.J. Sergiovanni)は，一般の科学的理論ないしは経験的知識がある特定分野の理
l5 ) 
論として集約されると述べているが ， r学校経営計画」の理論も学校教育事象に関する経験的知
織や科学的理論が収束・精錬される乙とによって形成されるという論構成の脈絡をもつものでな
ければならないであろう。
筆者は，学校経営計画論研究の前提として，学校の組織現象を解明するということを重要な課
題と考えている。学校の組織現象には，複雑な人間関係 組織のフォーマノレな側面，あるいは価値
の葛藤など諸影響 さらにはエコロジカノレな要因が絡んでいる。
本稿は，主lζ学校組織における人間の没合理性と政治的文脈から，その組織現象iζ接近し，考
察しようとするものである。学校の組織構成要件の一つである人間は，本来，意図においての
み合理性をもっ存在として理解できるものである。また 3 学校組織そのものは一つの政治的構造
モデルとして把える乙とができる。本稿は 乙れらの視点から学校の組織現象を把えな治そうと
するものである。つまり，学校組織に関わる様々な要因は， rある無秩序な状況jを生み出してお
り，そ ζlζ政治的メカニズムが必然的に存在せざるをえない構造があると考えられる。
(6) 
従来，学校が政治的構造をもっという認識は，ウォーラー(W.Waller)が指播している。彼が
「学校には明らかiと規定される一つの政治的構造があり，それは学校に特有な社会的相互作用から
生じ，また無数の小さな相互作用の過程によって影響されるものであるJとか， r学校は社会関係
の鍛密な網の連鎖をあらわすものである」といった叙述は，学校を政治的文脈から理解するための
契機を提供するものである。また，政策科学の発展lζ伴って，教育の分野での政治学が在目され
(7) 
ている乙とも学校をめぐる政治的文脈からの理解が重要であることを示唆するものであろう
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学校組織を政治的文脈から理解すること。すなわち政治システムとして位置づける見方は，第
一iζ，学校組織を単に教育を行う組織， 言しミかえれば，規範実現行為を担う組織として把えできた
組織社会学の見方を転換させるものである口第二に，学校組織を合理的な宮僚制や機械システム
として見てきた組織論を有機論的組織論へと転換させるものである。
以下，本稿では学校組織現象を有機論的現象と把え，特IC，経営動態の中軸である意思決定過
程をテーマに設定する。さらに その意思決定過程を政治的交渉過程と把えるものである。
したがって，本稿では，第ーに，組織における人間の没合理性と「計画化Jとの関連で組織論的
考察が必要なことを述べ，第二iと， Organi zed Anarchy としての学校の組織現象を把握し
第三IC，Organized Anarchy における意思決定，特にその!擦のコンフ J)クトを中心に論述する。
ζれらの論述を通して，意思決定過程はある意味で政治的構造をもっ乙とを確かめ， Organ-
ized A na rchyとしてとらえられる学校組織現象の洞察から学校組織論のあり方をさぐる。
I.学校経営計画論研究における組織論的課題
(1) 有機論的学校経営計画論の樹立
学校は教育実践の現場であるだけに重要かっ緊急を要する経営上の問題が多く存在し，それに
関わる経営学的問題も論議の範囲が極めて広い。学校の現実的事例にそってみてみよう。
学校経営者としての校長は，日々，経営上の緊急な問題iζ痘面しており，時として妨禦的な経
営行動をとらざるを得ない状況に陥る乙とがある。例えば，授業改善のための新しい教授方法上
のイノベーション導入による学校組織内部の対立や失敗への恐れ 教師の反発や抵抗による運営
上の目標達成の遅滞，会議の混乱や父母らの反対などについて，校長は常に対応せざるを得ず，
提案されたイノベーションを保留し黙殺せざるを得ない状況もあろう。特IC，乙の種の葛藤状
況のもとでの防禦行動は当然と言える。
しかし，乙のような状況は創意に富んだ経営活動とそのための計画化を困難にしている。いま
まで，学校経営理論は概してこのような学校内の潜在的かっ根本的な諸変数が考慮されないまま
論議される場合が少なくなかった。サージオパンニは，学校経営者の創意が衰えれば¥組織の進
(8) 
むべき方向とそのコントロールが失われる乙とになると指摘している。その結果，①安定性が推
奨され，②防禦的管理が促進され，③干渉主義が鼓舞され，④長期計画化の視点がなくなり，⑤
(9) 
教育目標が軽視されるといった「計画化jにとって否定的な結果が組織上現出すると述べている。
ζ れは創意ある学校経営計顧の樹立にとって障害となる組織状況であり，サージオパンニの指摘
は適切な判断であろう。
実際，学校経営者のとりうる経営行動は，学校経営者が「計画化Jをどう考えるかという見方花
関わる。すなわち， I革新的jな経営行動と「防禦・維持的」な経営行動は，ロビンズcs.ARobbins) 
が提案したふたつの「計画化Jの考え方に投映されていると言える。
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「計画化JIζ関する観万
規範的・現状改革的 記述的・状況対応的
最高目標の設定 満足呂襟の設定
組織のパーフォーマンスの最大化にみあっ
個人の関心 e 利害を養護する決定
た決定
客観的な意思決定 主観的な意思決定
ヤ一一一一
社会的責任のある意思決定
経営者 e組織の最大関心によって
なされた決定
予測やニーズに応じて開発された戦略 環境の変化lζ応じて開発された戦略
S tephen A. Robbins.“The Administrative Process; Integrating Theory 
and Practice" 1976 P‘ 476 Prentice -Hall 
この表は?I計画化JI乙伴って， I目標設定がどう行われるものであるかJI意思決定は何に基づ
いて，どう行われるかJI戦略はどう開発されるかjといった乙とについて，その綴方を示したも
のである。乙れらの点iC.I計画化JWlを特徴づける重要な視点が含まれているようである。
l坊禦的な経営行動をとる学校経営者は 上の表iζよれば「対応的な計画化(1)アクティブな計画
化)Jを志向し，その行動は経営上の緊急な問題状況にたいして，対症療法的かつ病理学的なもの
と性格づけを行うことができる。教育の創始・開発のための学校経営計画という観点から，二つ
の「計画化Ji乙関する考え方を評価するとき， I現状改革に積極的な計画化(プロアクティフな計画
化)Jのほうが，より先見的な視野を含んでいるように考えられる。
学校経営者の役割iζ 創意機能と維持機能のふたつの役割を重要不可欠なものという立場にた
てば， I学校経営計画論jは上述した計画化の考え方についての二者択一の問題に帰せられるべき
ものではない。換言すれば 「学校経営計画」は 現実がどうなっているかを踏まえた「リナクティ
ブな計画化」と経営者は何をなすべきかを予知する「プロアクティブな計画化Jという両者の観点
から樹立されなければ、ならない乙とになろう。つまり社会的ニーズと組織内に生じる個人的ニー
ズを調整し，革新的機能と現状維持機能の構造化をはかる乙とである。さらに言えば，学校経営
計画の合理性とその限界を見極めて 「計画化jの理論と実践との統合をはかるところに見い出さ
れなければ、ならないと言える。
(2) 学校組織におけるf合理性」の問題
次iζ，有機論的な学校経営計画の理論を構成するために留意すべき問題がある。つまり，学校
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組織さらには学校経営計画にとっての「合理性jの意味を確認しておくことである。
従来から， r計画化JICは，システムズ・アナリシスiζ典型lζ克られるように，合理性の追求
という至 i二課題が負わされている。この乙とは現在でも変わると ζ ろがない。しかし，
「合埋性jの意味が間われるにしたがって，その経営実践上での制約の存在が認識されるようにな
った。学校経営過程における「計間化J機能は)r知識jの体系化の段階であることは，シアーズU.B.
(10) 
Sears)も指摘しており その意味で 「最高の目標が設定され，ムダのないプロセスが構造化
される段階と考えられる。しかし，人間の組織行動 ~LI廻する知識量の増大は，実践レベノレで、の「合
血性Jの意味の変更を要求する乙とになった。つまり， [合理性J追求という視点からのみ計ー画し
でも， うまく組織自襟が達成されない ζ とがほとんどであるという事実を知るに至ったのである。
学校経営の主要な機能としての「計画化Jは意思決定を伴うものである。「合理的J意思決定のモ
デノレは，一般に，①問題の明確な定義，記述，②完全な一組の代替案の発見，③各代替案の結果
iζ関する予測性，④予測された結果についての序列づけの可能性，⑤代替案についての序列づけ
の可能性を前提とするものである。
しかし，サイモン(H.A. S imon)が指摘するように， r人間は意図において合理的である」に
すぎない口つまり，人間は合理的であろうとするが，①自らの行為の帰結について完全な知識を
もっておらず，行為iζは予期されない帰結が伴う。②利用可能な代替案iζ関する完壁な知識を所
有していない口それゆえ 利用可能な代替案を単純化し，最初iζ利用可能なものを選択する。③
(1) 
代替案があっても，唯一最善の決定をするとは限らないのである。
このようにJ合理性Jの意味は，人間の意図のレベソレで、論じられる対象として認識されてきている。
人間それ自身は，本来 没合理的な存在である。人間は組織を通じて，合理性を達成してい ζ
うとするものであり，組織を通じて意思決定を行ってし 1く存在である。言いかえれば，組織にお
ける分業，標準作業，権限関係，コミニュケーションの経路，訓練を通じて，合理性を追求しよ
うとするものである。分業，標準作業，権限関係，コミニュケーション，訓練等は，組織におけ
る意思決定の変数であり，これらの変数は，人間行動を規定する要因である。人関は，本来，没
合理的存在で、あって，研究対象となりにくいが，上述した人間行動の仮説は 3 組織上の変数iζ規
定されるものである乙とから，組織そのものを研究対象とする ζ とが可能になるのである。
学校組織はこのような不確定要素を含むものであるがゆえに，その意思決定も不感定な側面を
もたざるをえない。ここに 3 ますます紹織の不確定性認識の方法とそのような状況下にある組織
の経常戦略が必要とされるのである。
そ乙で次iζ，学校がいかに不雄立な状況にある組織かということ そこで行われる意思決定と
いうものがどんなふうに行われるのかについて考えていくことにしよう。
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(3) 学校経営計画論iとおける組織論的考察の必要性
学校組織には， フォーマノレな側面とインフォーマノレな側面の二つが考えられる。組織にとって，
その形態維持は，変革を要する状況下を除いて，一つの至上命令的課題と言える。学校の組織過
程は極めて社会心理学的な過程で、あり 組織成員の信念，帰属意識，モラーノレー組織上の規範等
位)
の諸要因が絡み合う程度である。
「学校経営計画j論は一般にフォーマノレな側面，例えば，目標の設定と系列化，内容領域の明確
化，方法，手つづきの具体化，人員配置と権限の明確化など¥を問題とし，体系化する作業であ
る。しかし学校組織過程そのものが，社会心理学的視野から挑められなければならないとすれ
ば，必然的iζインフォーマルな側面についての問題にも取り組まざるを得ないと言える。
インフォーマノレ・グループの影響が，組織の生産性に影響を与えるという観方は， 1930年代
までの経営管理論の仮説に新たな観方を付加したと考えてよい。労働者の動機づけやモラーノレの
規定要因は，労賃であり，労働条件であるとされていたものが，ホーソンCHawthorne)研究，
C 1927 -32 )によって転換されたのである。
こうして， I学校経営計画J論は，学校の組織的結合の論理を内包するものでなければならない。
つまり， I組織がどのように機能すべきか」を強調する合理的モデノレとしての組織研究ではなく，
「組織がどのように機能しているかJを強調する「自成体系Jとしての組織研究を基盤にした，-:学
校経営計画論」の構築がなされなければならない。乙のことは， グー ノレドナー CA. W. Gouldne r) 
が， I合理的に計画化された組織においでさえ 非計画的信念のパターンや棺互作用が生じてお
(13) 
り，自成体系観は，それらに注巨したものであるj と指摘する点でもある。 学校組織を自成体
系システムとして把える価値は，組織自体が極めて社会心理学的な要因を含んでいる乙とによる。
学校組織はフォーマノレな呂標とインフォーマノレな目標を混在させ 半自律的な集団の集結した組
[4) 
織とみる乙とができる。 乙のような学校組織を結合させているものは単に生物学的メカニズム
というよりは，信念，他人の期待，規範，動機づけ，態度といった社会心理学的要因である。学
校組織における意思決定過程もこれら社会心理的要因に規定される過程であることは言うまでも
ない。そして，それら要因のうちルーミスCc.P. Loomis)が掲げる権力は，ある組織成員の布ji
値や目標による他人支配を実施する能力として，意思決定における重要な規定要因とみることが
できる。つまり，学校組織の意思決定過程では， フォーマルとインフォーマノレを問わず，政治的
(15) 
対立と葛藤が生じているからである口
「学校経営計語j論l乙，現在，要請されるのは， ζのような政治的対立や葛藤を組織現実として
ふまえる乙とであろう。乙のような視点から学校組織をとらえる乙とが， I計画化Jの考え方を転換
する重要な契機となるD
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監 Organized Anarchyとしての組織現象
(1) Organized Anarchyの概念と意味
組織における人間の没合理性についての認識は，最近ーにおいて，組織それ自体の合理性について
ての限界という問題への広がりをみせている。
つまり，組織における「計画化J機能は，それが，特に革新的な志向を有する場合には，ある問
題状況にたいして 新たな行動様式を再確立して 組織の安定化をはかる環境適応的な反応とな
る口これに対し， 1-計画化」機能が》個人的な関心や利害に結びついて， r習慣化されたもの」によ
る現状維持に重心がかかる。乙の場合 ともすると， r計画化Jは防禦的反応となりやすい。
コーエン(M.D. Cohen)，マーチ(J . M.Ma r c h ) ，オノレセン(J. 0 lsen )は，組織構造，意思
決定にj刊し可られるエネノレギー配分等を変数とする組織の純粋タイプを限定して， Organized A-
一位6)
na r chy における意思決定のなされljl乙ついて， 300を越える模疑実験を行った。その結果，先
iζ述べた組織上の防禦的反応，組織防高のメカニズムが意思決定のプロセスを混乱させると主張
した口彼らは，教育組織の意思決定環境の「不確定性JI乙関連して，①目標についての合意の困難
性(problematicpreference)，②テクノロジーの不明瞭性(uncle訂 technology)，③意思決
定への参加の流動性(fluid participation)という特質をもっ組織をOrganizedAnarchyと1I乎び，
Organized Anarchy における意思決定を“ Garbage Can"にたとえた。つまり Organized
Anarchyは，①様々な問題，②解決案，③意思決定者が混ぜこぜに投げいれられである "Gal
bage C3n"のような状況としてとらえたのである。そこでは，問題3 解決案，意思決定に伴う
選択がばらばらに独立して存在し，必ずしも論理的に一貫した意思決定がなされないという状況
を示したのである。 OrganizedAnarchyでは，問題にたいして 3 し1くつかの解決案が設定され，
そのうちから最適なものが選択されるというプロセスにそって意思決定が必ず進行するというの
ではなく，解決案が設定されて，問題が発見されるという乙ともありうるということを示してい
るのである。
こ乙の“ GarbageC3n "モデノレは， I高度lζプログラムイとされ 客観的iζ科学的かっ合理的な意
思決定のプロセスという概念とは全く逆のものをあらわしている。つまり，社撰で，行きあたり
ばったりの， しかも政治的7注意図を含んだ意思決定のプロセスをあらわすものである。組織にお
ける実際の意思決定は様々のレベソレで、想定することが可能である。例えば，組織における個人の本音
と建前の誌燥状況のもとでなされる意思決定行動， 自己防禦的行動，さらには，組織目標の設定
あるいは日hTIijJ策定における審議，検討の交渉，さらには，子ども一教師(学校)ー親一教育行政
当局のあいだに展開される教育要求・期待といった意思の反映交渉過程等が考えられる。これら
のプロセスは多分lζ，政治的なものであると考えられる。
上述したような三つの特質をもっ組織は，全てOrganizedAnarchyと考えられるが，マーチ等
は，特lζ，学校のような公共的組織・教育組織にこれらの特質が顕著であるとした。その上で
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Organized Anarchyとしての学校組織における意思決定と計画化のプロセスは，単iζ効率性向
J二の重要かつ有効なプロセスとしてのみ理解するのではなく，そのプロセスが，人間的脆弱性と
政治過程によって制約を受けている乙とを知る必要があるとするのである。乙の指摘は，合理的
な計画化という考え方に基づいてプログラム化された学校革新に関する種々の試みが失敗に帰し
た例についての報告を検討すれば明らかなと乙ろである。
(2) 学校組織における葛藤状況
学校組織の意思決定過程は，政治過程によって制約を受けていることが予測できる。例えば¥
学校の教育自標を設定する場合には，具体的人間像をめぐる価値の選択がなされなければならな
い。乙の場合，価値観をめぐる対立と葛藤は， しばしば見られるところであり，個々の学校はそ
(17) 
の渦中lζ投げ込まれているという状況が指摘されている。特に，現代社会の構造的変化が急速に
展開し，流動化し，価値の多様化している社会状況においては，倍々の学校が教育目標の設定花
関わって価値選択の葛藤と対立に身をさらしていることは，ますます予想されうることである。
国家公共の利益のための教育一教育の私事性という関係で描かれる現代教育の葛藤状況は，さら
にその内に，続一子ども一教師(学校)一地域一国家といった教育の主体と教育要求を内包するも
のであり，その価値葛藤と対立は，一層複雑さを増しているといってよい。
よりミクロなレベル，学校組織上の経営問題についてみれば3 学校の教育目標の達成にとって，
(18) 
まず第ーに重要なことは，教職員の共通理解が醸成されることだと指摘される。教育内容(教材)
行事予定，連絡事項，会議運営などについての共通理解である。教育自標については，目標の抽
象性iζ もよるのであるが，学校の全職員F 構成メンバーによって共通に理解されることが，学校
運営上必要で、ある。共通理解の重要J性については，経営者である校長も一般職員もわかっている
点で、はあるが，なかなか教育実践のうえに反映されないという問題状況がある。それは，価値の
意味理解において，一致することが難しいということであり，必然的iζ葛藤と対立が生ぜざるを
えないということなのである。このような葛藤と対立は，根本的lζは教育の価値そのものに関わ
るものであり，時として，政治的文脈の中で生じているものが多くあると考えられる口
(3) 教育革新の過程と OrganizedA narcby 
学校組織が少なくともOrganizedA na rchyという性格をもっとき，その意思決定は当然無秩
序で，偶然性iζ支配されていることを暗示している。したがって，革新のプロセスは研究開発モ
デノレ(RD& D)が示したプロセスにおいて進められるとはかぎらない。その点でRD&Dの失敗
が認められ，革新理論の修正が求められるのである口つまり 学校組織における革新のプロセス
は，研究調査，問題の発見，代替案についての考慮といった傾に展開される合理的プロセスでは
ない。革新は様々な道筋で採用されるのである。
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ダフト (R.L. Daft)とベッカー(S. W. B e cke r )は，コーエン等の“ GarbageCan"のモデ
ノレの考え方が，革新プロセスの採用についてもあてはまる新しい考え方である乙とを確認してい
る口彼らは，革新採用の意思決定のプロセスに，目標についての合意の困難性，不明瞭性がある
乙と革新的解決案は，時として組織内で考案され，必ずしも問題と論理的に結びついて説明さ
れるものでない場合がある乙と，革新を促進するためには}学校組織の参加者が政治的文脈で正
しく結合しなければならないことを認めている。
その上で，これらの考え方iζ，テリトリー(terrilory)の概念を付加し，アイデア，問題，意
思決定期待，及び参加者間における革新の流れには乱流が生じているという概略図を提示してい
(19) 
る。テリトリーは，組織の参加者と意思決定者が問題やアイデアおよび意思決定に，どのように
自分の注意を割り合てているかを説明する場合に重要な概念、なのである。
例えば，学校組織では，経営管理的なテリトリーと教育上のテリトリーが存在するという。こ
れらのテリトリーが革新の採用にどう影響したかの結果について以下のような結論を述べている。
まず，教育上のテリトリーについて，教師の専門性の高い学校では，教師が教育支配の独占的権
利をもっており，普通の教師教育に支えられて，教師の専門性が中程度である学校では，学校経
営者が教育支配の発言権を握っていた。教育革新の採用に関わる 乙のような教育支配の構造は
経営管理的テリトリーでも伺様であった。教師の専門性の低い学校では，行政当局主導による経
印)
営革新の支配関係がみられた。
これに関わる，上滝らの『日本の学校教育目標j，とは， I教委が学校にたいして， 非他者志向的
な教育自擦をたてるような方向づけをしているのに それがない場合 学校はより伝統的な価値
四)
をfHe沿った方向で，他者志向的な目標をたてる傾向があるJという指摘に，日本の学校の革新性
の脆弱性と専門職性の未成熟といった部分があり，そ乙で果たす教委の変革志向をうかがわれる。
結論として革新の影響(効果)や組織上のテリトリーの独占性は，教師の専門性の関数である乙
とが想定された。もちろん，このテリトリーの独占性は，教師の専門性以外にも，革新のタイプ，
組織環境の諸変数，組織構造といったものなどの影響があると考えられ，これらの影響に) Or-
ganized Anarchyとしての学校組織における革新の説明にとって重要なものであると考えられ
る。
lV Organized Anarchy における意思決定
(1) I政治Jの意味と学校組織研究
本稿本節まで，特lζ) I政治」の意味を規定せず， Organized Anarchyとしての学校の組織現
象が組織環境の偶然性や組織成員の好みあるいは政治性に支配されている状況について述べてき
た口したがって， ζ こでは)I政治jの意味を明らかにし 政治的文脈からの学校組織研究につい
て述べておかなければならない。
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サージオパンニは，学校組織研究における政治的文脈からの理解について，次のように述べて
いる。「過去 20年間における経営管理思想の展開で最も意味ある進歩は 教育組織における現実
Q2 
の政治的側面であることがわかってきたということである。 J:つまり，政治的視野から，学校を
はじめとする教育組織の現象を解明しようとする新たな展望が学校組織研究に関かれている ζと
を示唆しているのである。 ζれは，もちろん，他の見方を排除するものではなく補充するもので
ある。
「政治j概念は，極めて論争的な概念、であるとされ，意味内容が多義にわたるものである。しか
し近年の欧米政治学の主流は，政治行動，政治過程，政治体系を対象とする研究が占めている
とされる。特IL，第二次大戦後における行動科学的アプローチの登場は，従来の政治学的立場と
方法に変わる新しい見方を提供する乙とになった。この立場は機能論的方法をとるものである。
つまり， i政治Jを個人や集団の対立，葛藤，利害を調整する機能ととらえ，集団や組織の成員に
権威的な価値の分配を可能にする政策を形成し，個人や集団・組織の社会的均衡を維持する営為
とみなすのである。一般に， r政治Jとは，投票行動とい。た選挙等iζ関わって典型的iζみられる
現象をさすものと言えるが， r政治jが意味するものは広範な内容を含んでいる。
行動科学的立場に立つ政治学は， r政治現象をいわば政治行動の織物とみなし，経験的・実証的
分析を通じて，政治行動の一般法員IJを探究し，政治現象を科学的に説明・予測する乙とをめざそ
Q3) 
うとするj ものである口この行動的科学的立場に立つ政治学の視角は， Organized Anarchy 
としての学校の組織現象解明に一つの方途を与えるものである。
(2) 学校組織論研究にとっての政治的構造モデノレの効用
Organized Anarchyの状況を呈する学校組織には，ある特定の政治的状況が生ずる ζ とは先
iζ述べたと乙ろである。 OrganizedAnarchyが生み出すその政治的状況は，主Jζ学校経営過程
の中軸である意思決定過程に関わるものである。教脊目標の設定をはじめとして，教育課程，校
務分掌，研修等i乙関わる審議，検討はその意思決定過程を通じて行われる。 ζの意思決定過程は
少なくとも組織成員の合意や共通理解を形成するために欠くことのできない交渉過程が存在すべ
きことが予見できる。乙の交渉過程のメカニズムが学校組織研究における政治的構造モデルとし
て把えられる必要がある。
アリソンCG.T.Alison)の政治モデルで、も， i組織事象は，様々の集団が，それらの立場を改善向上
Q4) 
させようとする交渉の結果から生ずるjと説明されている。 アリソンは，組織における意思決定
過程をチェス・ゲームlζアナロジーしてみせた。意患決定というゲームには P それぞれ，①環境
②ペース，③構造，④ノレーノレ，⑤報酬があり， その中で行われる選択のメカニズムは極めて政治
的であることを示したものである。
また，バノレトリッチ(V，Baldridge)は，学校を政治システムとしてとらえる場合!L，①コン
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フリクト，②利害集包，③意思決定過程をその視点として設定し，仮説を提示している。彼によ
れば，①コンフリクトは自成的なものであり，動的な組織には当然予期されるものである ζと。
したがって，コンフリクトが組織崩壊の兆しを示すものではない乙と。②組織には多くの権力区
分(powerblocs)があり，利害集団が絡み合っており，それらが自らの価値や目標を実現すべく
政策形成に働きかけるのは当然である ③意思、決定は必ずしもエリート集団によって行われると
はかぎらず，意思決定の分割が行われうる。④フォーマノレな権販は，集団が行使しうる政治的圧
力や団体交渉という戦略によって 厳しく制限される。⑤外部の利害集団は組織に多大の影響力
t25) 
をもっ。他方内部集団は外部集団と絶縁して，真空状態で政策形成をする権力をもたない。
これら学校組織における意思決定過程を政治システムとして見るア 1)ソンおよび、バルトリッジ
の研究および先に述べたマーチ，オノレセン，コーエンの研究は，ますます政策形成過程の分析が
必要なことを示唆している。さらに，分析の鍬密化はもちろんのこと，従来，伝統的にとらえら
れてきた組織としての学校の専門職的官僚制のイメージをもぬぐい去るものであると評価できる
ものである。つまり，学校の組織現実として，必ずしも教育の専門家としての教師がその専権事
項と考えられてきた学級での教育にかかわる方針が様々な科書を平んだ社会関係の中で決定され
るという事実が論議に付される可能性があるのである。また 伝統的組織研究はコンフ 1)クトを
回避する仕組みを組織として考案してきたが，コンフリクトが必ずしも組織崩壊を引き起こすも
のではないという認識は，今後の学校組織論，経営計画論iζ新たな展望を開く乙とになった。
(3) Organized Anarchy における意思決定過程のコンフリクト
では次iと，いま少し学校組織上のコンフ 1)クトについて考察を進めておく乙とにする。
学校をめぐって，様々な社会関係が存在しており，社会関係を結んでいる個人間や集出問には
コンフリクトが生じている。乙のコンフリクトは 組織にとって「悪jなのかという問題について
論ずることが必要である。なぜなら，組織の政治過程i乙生ずる ζのコンフリクトをどう理解する
かは，経営のリアリティーをどう把えるかという乙とにかかわるからである。
ウェバー (M.Weber)(ζ代表される古典的経営理論家にとって)Iコンフ 1)クトは，適切な統制，計
画，執行の失敗であるjと考えられた。乙れは，宮僚制モデノレがコンフ 1)クトを生じさせない完
壁lζ合理的な組織原理を代表するものである乙とから当然の帰結であるように思われる。また
バーナードなどの人間関係論的立場の理論家にとっては) 1)ーダーシップの失敗や経営への参加
の不完全性がコンフリクトを生む原因であった。 ζれらの理論家にとって コンフリクトを除去
する乙とは常に課題であった。しかし，ペロー(C.Perrow)は 「ウェーバーからリッカートに至る
まで，集団関のコンフ 1)クトは組織生活内の事実ではあっても，モデノレiζ組み入れられるような
ものではなく，そのためのモデノレは有効なものとして用いられないものであったjと評価してい
t26 
る。そ乙で，彼は)I組織内のコンフリクトの多くは，個人間の現象である」としながらも)Iコン
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フリクトは，倍人の特徴からではなく組織上の特徴から生ずる組織生活上の不可避的な部分であ
Q司
るJと組織理論によるコンフリクトの理論的組み込みを主張する。
このような組織生活上不可避的な部分としてのコンブリクドはなぜ生ずるか。 乙の問いに答
えることは，政治的システムとしての学校を理解する出発点であるように患われる。この間いに
対して，ペローは， i安全性，権力，生存，自由裁量，自律性といった成員iζ重要な価値や多く
の報酬をめぐっての競争が絶えないからである。組織は共通の弓標をもっ人々から成り立ってい
(28 
るわけではない。」と説明している。この後段は，先に学校組織の協働にとって 3 いかに共通理解
の醸成が重要な事柄であるかについて述べた乙とと表裏の関係にあると言える。
共通理解の醸成という課題iζ関わる一つの例として 組織目標をめぐるコンフリクトについて
の事実認識は，従来の仮説を変更させるに至っている。「組織が特定の呂擦に向っている」という
信念をもっているのが大半の組織である。しかし， i組織の追求する目標は複雑であり，それらの
(29 
呂標は対立しているのが一般的であるjという。また 3 たとえ一致をみた呂擦であっても，それ
は組織における妥協の産物であって，きわめて媛昧な旦擦で，定量的@操作的な性格はもちえて
いないのである。このことは，学校の教育目標が上位のものほど大鏑的で不明瞭性を示している
ことをみれば明らかである。また，ある教育自標は他の教育目標の犠牲のうえに成り立っている
こともある。また，先l乙述べたが，し、くつかの百標について， i優先順位づけ」が不可能であると
いう乙とも知らなければ、ならない。したがって，目標は学校をとりまく集団や社会関係の交渉過
程から生ずるのである。だから，学校組織の長である校長が，個人的な好みによって，常iζ 呂襟
を序刻化し，設定するとは言えないのである。学校長にとって，組織は完全に制禦しえない装誼
である。ゆえに，組織に対する 11~1j禦は，校長にとって，政治的関争を意味するものと理解される。
このような乙とは，組織目標の設定についてばかりでなく，組織上の問題や解決案についても
言える口また，組織にとっての必然性から生ずるというよりも，偶然によって生み出される乙と
があるという指摘は， Urganized Anarchyの特徴として先に示したと乙ろである。
これらの事状について，ペローは，多くの場合， i組織百標とは実際iζ流動的で無作為であり，また政
Ba 
治的交渉の結果であり，偶然事であり，意図しない結果であるJ乙とを認めながら，その不安定
さをかなり安定化させる予算，規則等の形での慣例，標準化された実施手続，さらにはインフォ
ーマノレな理解の仕方や伝統などのメカニズムの存在も認めている。乙の安定化のメカニズムが
学校の「経営計画論Jとして論理化される必要があろう。つまり，学校組織をめぐるコンフリクト
が，政治的文脈で理解されること，言いかえれば 3 動態としての交渉過程の理解が， I計i面化J機
能の理解を促進するものであると言える。
では次iζ3 サージオバンニの研究K従って，政治システムとしての学校組織の動態的メカニズ
ムについて，整理しておこう。
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V.意思決定環境と組織論の方向
(1 ) 意思決定の政治的動態メカニズム
乙れまで述べてきたように 特に白標設定や問題および解決の発見というプロセスは，学校組
織における意思決定過程の政治性 不確実性iζ特徴づけられたプロセスと見ることができた。乙
のような組織上の不確実性iζ対処するには その不確実性がどのように生起し，組織の安定化を
はかる戦略が存在するかを究明する必要がある。
Organized Anarchyとしての学校組織は，不確定な環境要因を内包しつつも，自成的な組織
の維持機能を遂げているように見える。乙の組織の不確実性対処あるいは安定化のメカニズムに
ついて，サージオパンニは，組織政治学(organizat iona1 politics)の視野から説明している。こ
の組織政治学とは 組織自標や組織上の他の局面iζ権限や権力を効果あらしめるように行使する
¥31) 
構造やプロセスを指す。つまり 組織における政治行動の科学を意味するものである口政治行動
には個人の組織上の諸活動に関わるものと政策科学花関わるものとが考えられる。が，政治行動
は本質的i乙組織の規範や呂標よりもむしろ個人の利害iζ基づくものと解する乙とができる。つま
り，組織を力動化するエネノレギーが個人の利害と結びつく場合には政治行動が現われると考えら
れる。
サージオパンニは，政治行動をリーダーシ yプ行動と区別しており，それらが生起する仕組み
を，①組織エネノレギー，②第一次動機づけ，③第一次受益者，④活動，の関連で以下のように図
式化している。
組織エネノレギー
権力
権力
第一次動機づけ 第一次受益者
十 手iJ己的目的 他人のみあるいは
(自己発展あるいは坊禦) 偶然にして個人と学校
十 学校の目的 学校のみあるい
(組織発展あるいは防禦) は学校と個人
7/ 63 権力と動機づけの関伝
活動
組織上の
政治活動
組織上のリーダー
シyプ行動
学校組織でも，特iζ個人的利害iζ結びついて，政治行動が存在する乙とが明らかである。学校
組織の権限や権力を均等化すればするほど，また，学校の役割が不明瞭になればなるほど，政治
行部jが顕在化することになる。コーエン等が記述した組織のOrganizedAnarchyの状況は， 学
校組織においても その意思決定が偶然性に結びついていることを示した。このように偶然性
が支配する組織では 政治行動が顕在化する乙とになる。政治行動は，一般に組織にとって不合
理な側面を示していると考えられる。したがって，政治行動を抑制する戦略が用意されなければ
ならない。しかし，この戦略は，古典的官僚制化への回帰を暗示するものであって，学校におけ
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る個人の利害と組織を統合する組織綴の降立が必要となる。
つまり，権限の階統化や役割の明瞭化は，政治的行動を抑制するように作用するが，学校自体
は創意lζ満ちた問題解決能力iζ欠け 柔軟な適応力が減退する。あるいは 組織成員の疎外状況
が増大するという結果を招くという問題状況があらわれる。サージオ/'¥、ンニは， I学校における
政治行動の管理Jについて，①経営管理上の戦略，②政治行動，③学校の受ける影響という三点
の関係を以下のように示している。
経営管理上の戦略
上組織構造上の制約条件
つまり役割や呂標について
の詳細な叙述，作業手JI債に
おける標準化や信頼性さら
に宮僚制の諸原則を増大・
強化する乙とによってあい
まいさを除去する。
2 学校組織上，教育と管理
運営の場へのコミットメン
トを増すことによって，個
人および組織の利害関の調
和を増大させること
政治行動
減少
減少
(3) 
学校における政治行動の管理
自主
"'1V 響
学校の適応力減退，顕在的
および潜在的な成員の疎外
が増大する。
学校の適応力増強，顕在的
および潜在的な成員の疎外
が増大する。
学校における政治行動を管理する戦略は，上記の二つが考えられる。つまり学校は官僚制原理
によっても，専門職原理によっても，極言すればいかようにも運営する ζ とが可能である。しか
し，これらの政治行動の意味を問い，学校組織の多様な環境構成条件を考慈したとき，倉IJ意iζ富
んだ学校を運営する組織論の方向はどこに求めることができるのだろうか。
(2) 新たなる学校組織論の方向と課題
乙のような問題から新たなる組織論の枠組を探究するとき，学校組織がどうあったらよし、かを
問う組織観，組織哲学が必要になる。
サージオパンニは，ポンディ (L0 R. Pondy)の見解，つまりJ司組織は個々の参加者の主体的
6必
な経験においてあらわれるような現象学的パースペクティ 7"から見られなければならないJ と
いう見解を支持して 従来 組織分析の研究者が看過してきた個人の集団心理学および組織の情
報プロセシングの能力といった観点から学校組織をとらえなおし，人間性(human quali ties)を
も奴り込む組織観がふさわしいものであると唱える口さらに，学校組織自体が生み出し，固有な意
味をもっ自標，使命，哲学，許容された運営万法といったものにたいするコミットメントや忠誠，
言いかえれば，組織への愛着(organizationalpatoriotisゆが組織成員の行動を支配するとしづ。
乙れらの規範が明らかになれば 成員は組織への愛着を感じ，学校の利害と個人の利害は調和し，
(35) 
政治行動がコントローノレされることになると述べている。このような見解は楽観的にすぎると批
判を受けそうである。しかし，乙乙で掠めておきたいのは サージオバンニの一連の政治的シス
¥3S 
テム1mは学校組織におけるコンフリクトの理解を深化させるものであるということである。
以上のような学校組織における政治行動のメカニズムに注目することは，従来の学校組織論を
新たな視点から展望する契機になっている。創意ある学校の組織論，経営計画論を構想するとき，
教育自的実現行為としての教育経営行動と政治行動の関わりを除去することはできない。乙の点
をさらに精織にml論づけるには，次の課題を考えざるをえない。第ーに，従来の学校組織論およ
びそのノぐラ夕、イムに政治行動のメカニズムの諸原理をどう位置づけるか，第二iζ，学校組織にお
ける政治行動のメカニズムの解明は学校経営学にどのような新たな知識を加えるものであるか，
第三に，実際の学校経営組織の運用や学校経営計画論の樹立においてどのような示唆を与えるも
のであるか，という課題をさらに検討してし 1かなければならない。
第一の点については 従来 学校組織論が組織行動としての教育行動と管理運営行動を二分法
1'<J IC肥えてきた傾向がある。学校の組織現象を政治的文脈から見ることは 教育行動と管理運営
行動とを教育目的実現という観点から貫く視座を与えるであろう。また，学校組織，学校経営の
保々な概念を明際化し 一定の広がりをもった教育体系を構想する契機となろう。
第二ーの点については，政治行動， Organized l'¥narchyという概念自体，学校経営学，学校経
常計iリI~命 iζJTl ~ iられた乙とは，従来，ほとんどないと言ってもよい。学校組織上の対立や葛藤の
誌接的原因や間践的原因がどう絡んでいるかというコンフリクトの位相をより直載に解明できる。
すなわち，学校組織における教育白標実現の過程における人間行動の組織的動因を解明していく
ζ とができる。
第三の点については，組織における「合理性jの意味が政治的文!VKで、 I~恥 1 なおされ，倉1]意のある
合理性に;富んだ意思決定戦略が生み出される可能性がある。
Vl.結
学校のような教育組織をOrganizedAnarchyとして把えるコーエン，マーチ，オノレセンの発
想は，学校組織1U乙画期的な転換をなすものであると考えられる。この発想はJ学校経営計画論」
の構築にとっても重要な視野を開いている。つまり，従来なされてきた学校経営計画論の方向併
合理性の追求という方向で展開されてきており， しかも，その合理性の追求は， I計画化Jの経済
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的文脈での効率性に収飲するものであった。それに対して，彼らの吠GarbageCan"モデノレは，
「計画化jを政治的文脈において理解するものである。組織の意思決定は 人間のもつ没合理性に
支配される不確定な状況に存在する，という組織生活の現実を認識した。それらは従来，組織論と
しては除去されるべき対象として取り扱われていたが，それらをも取り込んだ学校組織論の構築
がめざされねばならない方向を示したのである。
ヘイジ(LHage)によれば， I学校は権限の集中化や階統化，形式化といったことを避け，人間
的な基盤に立った専門分化と自律性をもった組織によって達成される満足とか適応といった乙と
白百
にもっと関心を払うべきだJ という。従来から， I計画Jは「あいまいさJ，I不明瞭性J，I不時
定性jを減少させる手段として考えられてきた。しかし，他万で，過度の計画化が機構的諸次元
の硬直性を増すという結果を招いたり 自由裁量の巾を狭i溢化するといった恐れを招いた。学
校組織は，合理性の極大化をめさす官僚制にはなじみにくく，学校組織の中心的活動で、ある教育
指導活動は，特i乙，教師の主体的立つ創造的なものとしてあるべきだとすれば，学校経営計画の
理論構築は，学校組織上の特性を踏まえてなされなければならない。そのために， Organized 
Anarchyの状況を呈する学校の意思決定は政治的文脈で理解され，その記述的な研究がます
ます必要になると考えられる。
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